
　　　平成２９年１２月１５日

天童市長　山　本　信　治　　　　　

(1)　任免及び職員数に関する状況

ア　職員数の状況 （単位：人）

平成28年度 平成29年度 増減

議　会 6 6 0

総　務 70 71 1 業務増に伴う増員

税　務 25 24  1 嘱託職員の配置に伴う減員

農林水産 22 22 0

商　工 17 15  2 派遣業務減に伴う減員

土　木 34 33  1 再任用職員の配置に伴う減員

小　計 174 171  3

民　生 67 67 0

衛　生 22 23 1 業務増に伴う増員

小　計 89 90 1

263 261  2

教　育 65 66 1 業務増に伴う増員

消　防 63 64 1 業務増に伴う増員

小　計 128 130 2

病　院 80 78  2 早期退職に伴う減員

水　道 7 8 1 再任用職員の退職に伴う増員

下水道 9 9 0

国　保 7 7 0

介　護 13 13 0

後期高齢 4 4 0

工業団地 2 2 0

小　計 122 121  1

513 512  1

主 な 増 減 理 由

一 般 行 政 計

部 門

福
祉
を
除
く
一
般
行
政

公
営
企
業
等

総 合 計

天童市人事行政の運営等の状況

　天童市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第１２号）第４条の規定に
基づき、次のとおり公表します。

特
別
行
政

福
 
祉
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イ　競争試験の状況（平成２８年度） （単位：人）
第一次 一次試験

試験日 Ａ うち女性 合格者数 Ｂ うち女性

7/24(日) 45 39 14 16 2 1
6/26(日) 3 3 - 2 1 -
6/26(日) 1 1 1 1 1 1
9/18(日) 18 17 4 10 2 -
9/18(日) 2 1 - - -
9/18(日) 24 23 8 12 4 1
9/18(日) - - - - - -
9/18(日) 16 14 - 5 2 -
9/18(日) 4 4 - 2 2 -
9/18(日) - - - - - -
9/18(日) 7 7 7 7 4 4
9/18(日) - - - - - -

ウ　任用の状況（平成２９年４月１日採用） （単位：人）

男性 女性 計 男性 女性 計

1 1 2 0
2 2 0
3 1 4 0
1 1 0

1 1 0
2 2 0
2 2 0

0 1 1
4 4 0

0 1 1
11 7 18 2 0 2

エ　退職者の状況（平成２８年度） （単位：人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
部長級 3 3 0
課長級 3 3 0
主幹 1 1 0

課長補佐級 2 1 1 6 3 7
係長級 1 1 1 1
主任級 0 0
主事等 1 1 0

技能労務職 1 0 1
計 10 2 1 7 1 0 0 0 12 9

備考　退職手当が支給されない退職者を含みません。

計死亡退職
区　分

定年退職 早期退職 普通退職

職　種 申込者数
一次試験受験者数 最終合格者数 倍率

Ａ／Ｂ

行政（上級） 19.5
土木（上級） 3.0
建築（上級） 1.0
行政（初級） 8.5

行政（特別選考） －
行政（社会人経験） 5.8

土木（初級） －
消防士 7.0

消防士（救急救命士） 2.0
薬剤師 －
看護師 1.8
助産師 －

職　種

競争試験 選　　考

行政（上級）
行政（初級）

行政（社会人）
土木（上級）
建築（上級）

消防士
消防士（救急救命士）

医師
看護師

計

指導主事
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(2)　給与の状況

ア　総括

(ｱ)　人件費の状況（平成２８年度普通会計決算）

備考　人口は、平成２９年３月３１日現在です。人件費には、特別職に支給する給与・報酬なども含まれています。

(ｲ)　職員の給与費の状況（平成２９年度普通会計当初予算）

備考　職員手当には、退職手当は含みません。職員数の（ ）内は、再任用短時間職員で、外書きです。

(ｳ)　ラスパイレス指数の推移（一般行政職）

備考　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料水準を100とした場合の地方公務員の給料水準を示す指数をいいます。
　　　「参考値」は、国家公務員の給与の臨時特例法による時限的な（２年間）減額措置が無いとした場合の値です。

イ　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(ｱ)　職員の平均給料月額と平均給与月額及び平均年齢（平成２９年４月１日現在）

備考　平均給与月額は国比較ベースで算出しており、給料のほか、扶養手当及び通勤手当等を含み、通勤手当及び

　　　実績手当を含みません。

(ｲ)　職員の初任給の状況（平成２９年４月１日現在）　 （単位：円）

(ｳ)　 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２９年４月１日現在）（単位：円）

ウ　一般行政職の級別職員数の状況（平成２９年４月１日現在）

平成２７年度平成２６年度

97.8

100.6

平成２５年度

 105.2(参考値　97.2) 98.8

100.8 108.8(参考値　100.5)

経験年数１５年 経験年数２０年

年　度

天童市

県

平成２４年度

 105.3(参考値　97.3)

 108.7(参考値　100.5)

393(1) 283,035

級

標準職務

構成比

初　任　給

1,464,637

実質収支（千円）

給　　　与　　　費　（千円）

人件費率(B/A)住民基本台帳人口（人） 人件費(B)（千円）

職員数（Ａ）（人）

5,860

期末・勤勉手当

555,495

給　料 職員手当

3,293,090 12.2 %62,034

計（Ｂ）

1,667,263

職員１人当たりの
給与費（Ｂ／Ａ）

（千円）

歳出額(A)（千円）

27,090,298

２７年度の人件費率

13.5　％

2,303,167

334,129

194,300

319,600

328,360

採用後２年経過日の給料月額

平成２８年度

100.2

101.0

技　能　労　務　職

336,800

計

231

100 %

333,119 39.7

44.1

５級

43

平均給与月額
（円）

平均年齢
（歳）

平均給料月額
（円）

49.0

平均給与月額
（円）

33

157,900

182,100

平均給料月額
（円）

平均年齢
（歳）

一般行政職

153,100技能労務職

149,300

144,800

大学卒

高校卒

区　　分

大学卒 268,250

区　　分

経験年数１０年

100 %

100 %

３級

主査

技能労務職

高校卒

高校卒

一般行政職

高校卒

区　分

天童市 305,900

342,900

一　般　行　政　職

56

24.2 %

25

10.8 %

23.3 %

13.7 %

8.6 %

４級

部長級

２級

主任級

１級

主事級

６級

課長級 係長級

７級

7.5 %

補佐級

44

19.1 %

13.3 %

14.3 %

22.6 %25.2 %

18.6 %

19.8 %

22

9.5 %

3.5 %

9.1 %

14.2 %

3.4 %

職員数（人） 8

3.5 %

１年前構成比

５年前構成比

21.6 % 14.2 %

348,700

277,333

410,719

360,217

国 43.6 50.6

48.8356,400369,300県

319,760

330,531

225,467

―

286,833

275,500

249,567
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エ　職員の手当の状況

(ｱ)　期末手当・勤勉手当

千円

(ｲ)　退職手当（平成２９年４月１日現在）

備考　職位に応じ調整額が加算される場合があります。

　　　１人当たり平均支給額は、平成２８年度中に退職手当の支給を受けた職員の平均支給額です。

(ｳ)　特殊勤務手当（平成２８年度普通会計決算）

(ｴ)　時間外勤務手当（各年度普通会計決算）

271

315

区　分

　　　　職員全体に占める手当支給職員の割合

高所作業手当

感染症防疫
作業手当

支
給
率

29.145 月分

25.55625 月分

34.5825 月分

49.59 月分

41.325 月分

定年前早期退職特別措置(2～45%)

49.59 月分

49.59 月分

早期退職・定年自己都合

20.445 月分

有／回200円 左記に従事した消防職員
はしご自動車に搭乗する職員が、地上10メー
トル以上の箇所において、消防活動または保
守営繕などの業務に従事したとき

／日400円

感染症が発生し、またはその恐れがある場合
において、感染症患者もしくは感染症の疑い
のある患者の救護、または感染症の病原体
に汚染された物件もしくは汚染の疑いのある
物件の処理作業に従事したとき

種類　　　　手当の種類（手当数）

7.4

3

2,000円

具体的な支給対象業務支給単価

行旅病人又は
行旅死亡人
取扱手当

％

手当の名称 支給実績

無

無左記に従事した職員

左記に従事した職員

支給対象職員

平成２８年度

支給総額

千円

行旅病人または行旅死亡人の取扱事件が発
生し、その取扱作業に従事したとき

800円病人

死亡人

95,711

対象職員１人
当たり支給年額

千円

千円111,016 千円

定年前早期退職特別措置(2～45%)

制度なし

25.55625 月分

34.5825 月分

平成２７年度

41.325 月分

49.59 月分

勤続２０年

勤続２５年

49.59 月分

49.59 月分

勤続３５年

最高限度

平成２８年度
支給割合

月分

期末手当 勤勉手当

天　童　市

計

区　　分

加算措置の状況

0.775

0.875

月分

月分

　６月期 1.200 月分

月分１２月期

0.800 2.025 月分

月分 2.225 月分 0.9001.3751.350

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

―
（平成２８年度）

国

期末手当 勤勉手当 計

1.975 月分 月分

2.275 月分

制度なし

―

支　給　実　績

　　　　支給対象職員１人当たり平均年支給額

千円21,624

天　童　市

１人当たり
平均支給額 1,386

早期退職・定年自己都合

その他の加算措置

20.445 月分

29.145 月分

円

23,200

430

円

国

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

退職時特別昇給

１人当たり平均支給額

1.225

区　　分
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(ｵ)　その他の手当（月額） （平成２９年４月１日現在）

オ　特別職の報酬等の状況

(ｱ)　報酬等 （平成２９年４月１日現在。期末手当は平成２９年度支給割合）

(ｲ)　退職手当 （平成２９年４月１日現在）

  ６月期： 1.525月分

給料月額×在職月数×35/100

560,000円

借家：限度額 27,000円／月

418,000円

393,000円

民間における賃金等の水準が高い地域に在勤する職
員に支給。俸給、俸給の特別調整額および扶養手当
の月額の合計額に次の率を乗じて計算（俸給は本市
の給料に、俸給の特別調整額は本市の管理職手当に
相当します。）
(1)　東京都特別区に在勤　100分の20
(2)　宮城県多賀城市に在勤　100分の10
※　その他多くの地域が支給対象

単身赴任手当

（本市職員が東京都または宮城県多賀城市に在勤
し、同居していた配偶者と別居することとなった
場合に支給）
基礎額：30,000円／月

加算額：配偶者の住居との距離に応じて上限

70,000円／月（東京都に在勤する場合、加算額は

16,000円、多賀城市に在勤する場合、加算額はな
し）

（勤務公署の変更等により、同居していた配偶者と
別居することとなった場合に支給）
基礎額：30,000円／月

加算額：配偶者の住居との距離に応じて上限 70,000
円／月

地域手当

本市職員が東京都特別区内、宮城県多賀城市に在
勤する場合に支給。
給料、管理職手当および扶養手当の月額の合計額
に次の率を乗じて計算
(1)　東京都特別区に在勤　100分の20
(2)　宮城県多賀城市に在勤　100分の10

区　分

市　長

副市長

940,000円

705,000円

　(配偶者がいない場合の１人目：子10,000円、

父母等9,000円)

給料等月額 勤勉手当

制度なし
1.625月分

3.15月分　　計

１２月期：

期末手当

給料等月額に１．４
を乗じたものに、右の

率を乗じる

借家：限度額 27,000円／月住居手当

通勤手当
○交通機関利用：限度額 55,000円／月

○交通用具使用：限度額 25,400円／月

○交通機関利用：限度額 55,000円／月

○交通用具使用：限度額 31,600円／月

扶養手当

○配偶者以外の扶養親族：１人につき8,000円

○配偶者：10,000円○配偶者：10,000円

○配偶者以外の扶養親族：１人につき8,000円

国

○扶養親族たる子のうち満16歳の年度初めから

　満22歳の年度末までの子１人につき：5,000
　円加算

天　童　市区分

議　員

報　酬

副市長

議　長

副議長

　(配偶者がいない場合の１人目：子10,000円、

父母等9,000円)

○扶養親族たる子のうち満16歳の年度初めから

　満22歳の年度末までの子１人につき：5,000
　円加算

給料月額×在職月数×50/100

副議長

教育長

議　長

制度なし

議　員

給料月額×在職月数×25/100

市　長
任期満了ごとに満了
日より１カ月以内に

支給する。

470,000円

給　料

教育長

区　分
退　職　手　当

算 出 方 式 支給時期
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(3)　勤務時間その他の勤務条件の状況
ア　勤務時間の状況（交代制勤務以外の一般職の標準的な場合：平成２９年４月１日現在）

イ　休暇の制度

年 次 有 給 休 暇 １暦年につき２０日付与（未取得分は２０日を上限に、残日数を翌年限り繰越し可能）

公務上または通勤による負傷・疾病の場合：必要と認められる期間

結核性疾患の場合：１年以内で必要と認められる期間

高血圧病、動脈硬化性心臓病及び悪性新生物による疾病並びにその他の慢性疾患。精神及
び神経に係る疾病の場合：１８０日以内で必要と認められる期間

正午から
午後１時まで

（１時間）

月曜日から金曜日までの週５日間
（国民の祝日及び１２月２９日から

１月３日までを除く。）

３８時間４５分
（１日７時間４５分）

負傷又は疾病の場合：９０日以内で必要と認められる期間

負傷・病気により休職を命じられた職員が復職後、又は病気休暇を与えられた職員が、休暇
の期間満了後において、なお通常勤務が困難な場合：６０日以内で必要と認める期間中、１日
につき必要と認められる時間

地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を回避す
るため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合：必要と認められる期間

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく健康診断、就業制限又
は交通の制限若しくは遮断のため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合：必要と認
められる期間

生 理 休 暇 女性職員の生理について、就業が著しく困難な場合に必要と認められる期間

地震、水害その他の災害により職員の現住居が滅失し、若しくは損壊した場合又はおそれが
ある場合：１５日（おそれがある場合は３日）の範囲内の期間

病 気 休 暇

特
　
別
　
休
　
暇

災 害 等
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤が著しく困難な場合：必要
と認められる期間

妊産婦である女性職員が、母子保健法に基づく保健指導又は健康診査を受ける場合：妊娠
週に応じて４週間・２週間・１週間に１回、産後１年までは１回、それぞれ必要と認められる時間

妊娠中の職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場合で、当該職
員が適宜休息し、又は補食することが必要なとき：必要と認められる時間

出産予定日まで８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内の女性職員が申し出た期間（産前休
暇）

出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間（産前休暇が８週間に満たない場合は当
該期間を産後休暇に加えることができるが上限は１０週間。産後休暇）

職員の妻が出産する場合：①出産のため入院した日から出産の日後２週間を経過する日まで
の期間内において２日以内　②職員が出産に係る子又は小学校就学前の子を養育するとき、
出産予定日の６週間前（多胎妊娠の場合は１４週間）から出産後８週間までの期間において５
日以内

妊娠中の女性職員の通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に
影響があると認められる場合：１日につき１時間以内

開始時刻 終了時刻 休憩 勤務を要する日 １週間の勤務時間

休 暇 の 種 類 要　件　及　び　日　数

午前８時３０分 午後５時１５分

負 傷 ・ 疾 病 等

妊 娠 ・ 出 産 等
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職員が結婚する場合：結婚の日の５日前から結婚後１月を経過する日までの期間内で、週休
日、休日及び代休日を除いて連続する５日の範囲内の期間

職員の親族が死亡した場合：配偶者、子、父母等の親族関係に応じて定める１０日以内の期
間
（例）配偶者…１０日、子…５日、父母…７日

職員が生後１年に達しない子を育てる場合：１日２回、それぞれ３０分以内の時間

職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として裁判所その他の官公署等へ出頭する場合：必
要と認められる期間

職員が骨髄・末梢血幹細胞移植のため、登録または骨髄・末梢血幹細胞の提供をする場合
で、それに伴う検査、入院等のため勤務しないことが相当であると認められるとき：必要と認め
られる期間

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動（① 地震、暴風雨、噴火等によ
り相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布その
他被災者を支援する活動、② 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の社会福
祉施設であって規則に定めるものにおける活動、③ ①②に掲げる活動のほか、身体上若しく
は精神上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある者を支援す
る活動）を行う場合で勤務しないことが相当であると認められるとき：１暦年５日以内

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のた
め勤務しないことが相当であると認められる場合：７月から９月までの期間内において原則とし
て連続する６日以内の期間

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間
にわたり日常生活を営むのに支障があるものを介護するため、勤務しないことが相当であると
認められる場合：通算して６月の期間内

介 護 休 暇
（ 無 給 ）

組 合 休 暇
（ 無 給 ）

職員団体の業務又は活動に従事する場合：１暦年３０日以内の期間

休 暇 の 種 類 要　件　及　び　日　数

特
　
別
　
休
　
暇

育 児 等

看 護

冠 婚 葬 祭

そ の 他

乳幼児が定期のポリオ、ツベルクリン・BCG、三種混合(百日ぜき、ジフテリア、破傷風)、麻し
ん、風しん及び日本脳炎の予防接種を受けるために付き添う場合：必要と認められる時間

小学校就学の始期に達するまでの子を看護する場合：１暦年５日（小学校就学の始期に達す
るまでの子が２人以上の場合は１０日）以内

短 期 介 護
配偶者、父母、子、同居している祖父母、孫、兄弟姉妹等を介護する場合：１暦年５日（要介護
者が２人以上の場合は１０日）以内

父母、配偶者及び子の追悼のための特別な行事の場合：１日の範囲内の期間

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合：必要と認められる期間
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ウ　年次有給休暇の取得状況（一人当たり平均取得日数） （単位：日）

エ　介護休暇の取得状況（取得者数） （単位：人）

(4)　職員の休業に関する状況
ア　育児休業等の制度

イ　育児休業等の取得状況（平成２８年度）（単位：人）

介 護 時 間
（ 無 給 ）

要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の始めまたは終わりに３０分を単位として２時間
を限度に勤務に従事しないことを認める制度

０ １ ０ ０ ０

８.６ ７.７ ７.３

育 児 休 業
（ 無 給 ）

満３歳に満たない子を養育するため、職務に従事しないことを認める制度

育 児 短 時 間 勤 務
（ 有 給 ）

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１週間当たりの勤務時間を１９時間２５
分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分とする短時間の勤務をすることができる制
度。勤務時間に応じた給与を支給

部 分 休 業
（ 無 給 ）

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤務時間の始めまたは終わりに
３０分を単位として２時間を限度に勤務に従事しないことを認める制度

配 偶 者 同 行 休 業
（ 無 給 ）

配偶者が、外国での勤務等により住所又は居所を定めて滞在する場合、当該住所又は居所
において生活を共にすることを認める制度

育 児 短 時 間 勤 務 ０ ０

育 児 休 業 １ ８

部 分 休 業 ０ １

配 偶 者 同 行 休 業

平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年平成２４年

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

６.５ ７.７

種 類 制度概容

種 類 男性 女性

０ ０
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 (5)　分限及び懲戒処分の状況
ア　分限処分者数（平成２８年度） （単位：人）

区　　　　　　分 降任 免職 休職 降給 計

勤務実績が良くない場合 － － － － 0

心身の故障の場合 － － 3 － 3

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を
生じた場合

－ － － － 0

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － 0

条例で定めた事由による場合 － － － － 0

計 0 0 3 0 3

イ　懲戒処分者数（平成２８年度） （単位：人）

区　　　　　　　分 免職 停職 減給 戒告 計

法令に違反した場合 － － － － 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 － － － － 0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場
合

－ 1 1 1 3

計 0 1 1 1 3

 (6)　服務の状況

ア　職務に専念する義務の免除

(ｱ)　研修を受ける場合

(ｲ)　他の自治体や学校から委嘱を受け、講演又は講義を行う場合

(ｵ)　平成２８年度の免除の具体例

a　職場の健康診断

b　小体連、中体連等の競技役員等の依頼を受けた場合

c　出動命令が出された消防団活動に従事する場合

イ　営利企業従事の許可

(ｱ)　職務の遂行に支障を及ぼすおそれがない場合

(ｳ)　当該営利企業への従事が地方公務員法の精神に反しないと認められる場合

(ｴ)　平成２８年度の許可の具体例

a　部長等が第三セクターの非常勤取締役に無報酬で就任する場合

b　職員が統計調査業務に従事する場合　

　職員には、法律その他条例に特別の定めがある場合を除き、地方公務員法により職務に専念する義務が課
されています。「法律その他条例に特別の定めがある場合」として、職務に専念する義務が免除される場合
には、主なものとして次のような場合があります。

(ｳ)　国や他の自治体が主催する職務上の教養を目的とする講習会又は講演会に参加する場合

(ｴ)　国や地方公共団体及びその他の公共団体から依頼を受けて、その業務又は事業に参加する場合

　職員は、営利企業の役員等の就任及び報酬を得て事業に従事することについては、地方公務員法により原
則として禁止されています。しかし、次のすべての条件を満たす場合には、職員の営利企業従事を許可する
ことができます。

(ｲ)　職員が勤務する機関又は職員が占めている職と、兼ねようとする地位又は従事しようとする
　事業若しくは事務との間に特別な利害関係もしくは利害関係が発生するおそれがない場合
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(7)　研修及び勤務成績の評定の状況
ア　研修の状況（平成２８年度）

(ｱ)　自主研修（職員自らが主体的に意欲的に取り組むもの）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

ｅラーニング 希望者 24人 １日 情報セキュリティ

(ｲ)　職場研修（職場で日常の職務を通して、必要とされる知識や技能などを学ぶ）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

業務推進職場研修 全職員 全員 通年 職場において、業務等をとおした研修

新採職員受入研修
新採職員が配置

された係長等
21人 １日 ＯＪＴの進め方等について

新採職員育成支援
新採職員が配置

された係長等
25人 ６か月

新採職員を対象に、職場における業務等を
とおした育成研修

(ｳ)　基本研修（職員として必要な知識や能力を、必要とされる時期に計画的に学ぶ）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

技能士研修 技能労務職員 22人 1日
健康管理（腰痛対策体操）、施設見学（天童一
中）

新採職員
第一部研修

平成２８年度
新規採用職員

25人 ３日

市長講話、地方公務員制度Ⅰ、市勢のあらま
し、勤務条件と福利厚生、災害対策と初動体
制、接遇Ⅰ、情報システム、文書管理、財務会
計、地方自治制度、施設・庁舎見学

新採職員
第二部研修

平成２８年度
新規採用職員等

26人 ３日

市長講話、天童市の歴史と文化、ピンクリボン
事業、健康管理、地方公務員制度Ⅱ、環境マ
ネジメントシステム、接遇Ⅱ、天童市の公民館
活動、天童市の観光

一般職員
第一部研修

高校卒業採用５年
経過、短大卒業採
用３年経過または
大学卒業採用１年

経過職員

28人 ３日
市長講話、法制執務、、プレゼンテーション、
天童市の観光、公務員倫理

一般職員
第二部研修

平成２８年度
主任昇格職員

18人 ３日
市長講話、法制執務、天童市立公民館の現
状、天童市の観光、接遇、財政のしくみ、健康
管理、公務員倫理

三年目職員
民間体験研修

入庁三年目職員 22人 ２日 市内企業、福祉施設等において職業体験

監督者
第一部研修

平成２８年度
主査昇格職員

11人 ３日
市長講話、天童市の公共交通、 接遇、リー
ダーの役割・マネジメントの基本と実践（JST）、
健康管理、公務員倫理

監督者
第二部研修

平成２８年度
行政主査等
昇格職員

8人 ３日
市長講話、議会のしくみ、都市計画とまちづく
り、政策形成（高齢者福祉）、危機管理、健康
管理、接遇

監督者
第三部研修

平成２８年度
課長補佐級
昇格職員

13人 ２日
市長講話、ハラスメント防止、マネジメント、健
康管理、コンプライアンス

管理職研修
管理職員

(部長・課長)
37人 １日

震災後の復興に向けた取り組み（宮城県牡鹿
郡女川町）、新たな運営形態の図書館の現状
（宮城県多賀城市）
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(ｴ)　特別研修（新たな行政課題への対応等、専門性や実務性が高い知識等を学ぶ）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

先進事例調査研修
対象職員及び
希望する職員

10人 １日～３日 行政課題調査研究

総務教育 2人 ３日
学生消防団活動認証制度、ゆめづくり地域協
働プログラム、ICT機器活用による学力向上プ
ログラム

環境福祉 2人 ３日
オリンピック・パラリンピックのキャンプ地立候
補、大分市文化・芸術振興計画、温浴施設利
用促進による健康増進

経済建設 2人 ３日
企業誘致、新たな分野に挑戦する農家支援、
小牧市地域ブランド戦略

庶務担当者研修会 庶務担当職員 41人 １日
予算、旅行命令、会計事務、伝票、服務、勤務
条件、嘱託職員等

 自動車点検等の
知識・技能を必要

としている職員
13人 １日 車両整備に関する学科と実技

受講を希望する職員 40人 １日 天童警察署交通課長講話

受講を希望する職員 17人 ２日 運転適性検査（ゆとり号）

普通救命講習会（ＡＥＤ） 各課等推薦職員 26人 １日 応急手当、心肺蘇生法、ＡＥＤの使用法等

健康管理研修
管理監督者、一般職員
及び各課等推薦職員

74人 ３日
メンタルヘルスに関する基礎知識、管理・監督
者として取るべき対応方法、カウンセリング等

人事評価研修 評価者、被評価者 58人 １日
人事評価制度の目的と仕組み、天童市の人事
評価制度、評価方法、評価スキルの向上、面
談の進め方、事例研究

技術職員研修 技術職員 52人 １日 工事業務の事例発表、現場研修会

嘱託職員等研修
嘱託職員及び

臨時職員
34人 １日 市役所の仕事、服務、接遇

例規データベース研修
庶務担当係長及び

受講を希望する職員
26人 １日 例規データベースシステムの操作方法習得

認知症サポーター
養成講座

天童市全職員
（未受講者）

31人 １日 認知症を正しく理解する、サポーターの役割

キャリアデザイン研修 ３０歳前後の一般職員 20人 １日

キャリアデザインとは何か、目指すべき天童市
職員像と自己目標の明確化、キャリアプランの
作成、アクションプラン（課題解決策）の検討と
発表

接遇研修 市職員 57人 ２日 窓口視察インストラクター、研修会、事後評価

ピンクリボンメイト
養成講座

受講を希望する職員 55人 ２日
乳がんに関する正しい知識の習得、自己検診
法

交通安全研修

議会常任委員会
行政視察
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(ｵ)　派遣研修（専門的な知識や高度な技能などを身に付けるため、専門の研修機関等へ派遣）

研修区分 対象者 受講数 期間 研　修　内　容

市町村アカデミー
各研修対象職員

及び希望する職員
6人 ３日～１１日

市町村税徴収事務、住民税課税事務、上下水
道事業の経営管理、講師養成講座（地方自治
制度）、議会事務、災害に強い地域づくりと危
機管理

東北自治研修所
各研修対象職員

及び希望する職員
1人 ２日 公共施設のアセットマネジメント

山形県市町村
職員研修所

各研修対象職員
及び希望する職員

60人 １日～３日

課長級、課長補佐級、係長級(Ⅰ部・Ⅱ部)、上
級、接遇、協働による地域づくり、税務(市町村
民税課税、徴収、固定資産税課税）、住民基
本台帳、プレゼンテーション、地域との連携・協
働講座、ＣＳ向上、法制執務Ⅰ・Ⅱ、財務担
当、コーチング、政策形成、業務改善、クレー
ム・ハードクレーム対応、コミュニケーション実
践講座、モチベーションアップ講座、交渉・説
得・調整技術、JST指導者養成、危機管理広報
（メディア対応）、地方公会計

山形定住自立圏形成
協定研修

各研修対象職員
及び希望する職員

11人 １日～４日
地域計画研修、政策形成基礎研修、教養講演
会

公務人材開発協会 研修対象職員 3人 ２日～３日
ハラスメント研修指導者養成、接遇研修指導者
養成、JKET指導者養成、OJT指導者養成

ＮＯＭＡ行政管理講座
各研修対象職員

及び希望する職員
7人 １日～２日

秘書実務、条例・規則の立案事務、問題職員
の対応をめぐる労務管理の法律実務、政策実
行力講座、地方公務員の不祥事防止と対策マ
ニュアルの作り方、外部委託の効果的・効率的
な進め方

視察等派遣研修
各研修対象職員

及び希望する職員
12人 １日～１５日

人事評価セミナー、固定資産税事務地方研修
会、人事管理研修会、木造家屋評価実務研修
会、文化財行政講座、山形県介護支援専門員
実務研修、環境法・条例の基礎セミナー

平成２８年度到達年齢
が３５歳、４５歳の職員

(生涯生活充実型)
20人 １日

講演「ライフプランと家計設計」「メンタルヘルス
のセルフケア」

平成２８年度末まで
退職予定の職員

(退職準備型)
18人 ２日

講演「生涯家計プランと賢い退職後の生活
術」、退職後の特定健康診査、退職後の公的
医療保険制度、退職手当のしくみ、年金制度、
積立年金・遺族附加年金、個別相談

イ　勤務成績評定制度の概要

(ｱ)　昇給の場合

(ｲ)　昇格の場合

ライフプランセミナー
（山形県市町村
職員共済組合）

　昇給日（１月１日）に、所属長が各職員の前年の勤務成績を判定し、その結果を参考にして昇給の可否
を決定しています。

　昇任の時期または昇格基準を満たした時期に、所属長が各職員の当該職務の級に在級している全期間の
勤務成績を判定し、その結果を参考にして昇格の可否を決定しています。
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(8)　福祉及び利益の保護の状況（平成２８年度）
ア　保健事業

事　業　名

○基本健診（下記の人間ドック受診者を除く全職員）

【以下、基本健診受診者のうち、各条件を満たす職員が受診】

○胸部エックス線（結核）撮影（全職員）

○胃がん検診（３０歳台の希望者または４０歳以上の職員）

○大腸がん検診（４０歳以上の職員）

○前立腺がん検診（５０歳以上の男性職員）

○対 象 者　希望する職員

○受診日程　半日

○受診日程　１泊２日

○検診機関　山形県成人病検査センター（寒河江市）ほか

○受診日程　１泊２日

○検診機関　山形県成人病検査センター（寒河江市）

○検診費用　全額公費負担

○検診機関　天童市民病院ほか

○検診機関　山形済生病院ほか

イ　職員厚生会の主な事業

事　業　名

備考　職員厚生会は職員からの会費で運営しており、公費負担はありません。

ウ　公務災害・通勤災害の認定状況 （単位：件）

災害の種別 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

公務災害 ７ ３ ６ ６

通勤災害 ０ ０ ０ ０

計 ７ ３ ６ ６

職員総合健診事業
（山形県市町村職員
共済組合との共催） ○肺がん検診（４０歳以上で喫煙指数６００以上または最近６か月以内に血痰の

あった職員）

○Ｃ型肝炎等検診（３５歳の職員または３６歳以上でＣ型肝炎検査未受診者、血
液製剤の投与等によりＣ型肝炎ウイルスの感染が疑われる職員）

歯科検診
歯周病健診
婦人科健診

（山形県市町村職員
共済組合との共催）

事　業　内　容

人間ドック事業
（山形県市町村職員
互助会との共催）

○対 象 者　４０歳及び５０歳の節目年齢に達する職員
　　　　　　５０歳以上で平成２８年度中に退職する職員

○助 成 額　節目年齢　70,000円
　　　　　　退 職 者　50,000円

人間ドック事業
（市単独）

○対 象 者　３０歳以上で希望する職員

○助 成 額　30,000円

ＶＤＴ検診事業

○対 象 者　１日の勤務時間のうち、１時間程度以上継続的にＶＤＴ作業（端末
機、パソコン等に係る作業）に従事する職員

脳ドック事業
（山形県市町村職員
互助会との共催）

○対 象 者　４５歳以上で希望する職員（下記のＰＥＴ検診受診者を除く）

○助 成 額　４５歳の職員　40,000円
　　　　　　４６歳以上の職員　20,000円

ＰＥＴ検診事業
（山形県市町村職員
互助会との共催）

○対 象 者　５１歳以上で希望する職員（上記の脳ドック受診者を除く）

○助 成 額　40,000円

内 容

活力増進事業
全職員 レクリエーション実施

全職員 インフルエンザ予防接種助成事業

対　　　象

退職職員記念品贈呈事業

勤続１５年以上の職員 20,000円相当の記念品

勤続１０年以上１５年未満の職員 10,000円相当の記念品

勤続５年以上１０年未満の職員 5,000円相当の記念品

勤続５年未満の職員 3,000円相当の記念品
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